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提案理由 

国に対し、ＵＲ賃貸住宅の公的住宅としての役割を維持・発展させるための

施策を行うよう求める。 

これが、本案を提出する理由である。 



ＵＲ賃貸住宅を公共住宅として維持・発展させることを求める意見書 

 

ＵＲ賃貸住宅が高齢者の居住の安定に大きく寄与し、公共住宅の役割を果た

してきたことは、公知の事実である。本市の米本・高津・村上団地の居住者の

うち約３４％が６５歳以上である現状からも明らかなことである。また本市で

は、村上団地１６戸、米本団地１２戸を市が都市再生機構から借り上げ、市営

住宅として市民に貸し出す施策も展開している。 

そのような状況の中、都市再生機構は、昨年末の「独立行政法人改革等に関

する基本的な方針」の閣議決定を受け今年３月３１日に策定した「経営改善に

向けた取組みについて」において、家賃設定方法等の見直しとして「継続家賃

については、将来のインフレリスクに対応するため、平成２７年度中に、改定

周期の短縮や引き上げ幅の拡大等家賃改定ルールの見直しを行う」「団地再

生・再編に伴う家賃減額措置について、必要な見直しを行う」としている。こ

の都市再生機構の方針は、ＵＲ賃貸住宅の公共住宅としての役割を損ねるおそ

れがある。 

よって、本市議会は国に対し、ＵＲ賃貸住宅の公共住宅としての役割を維

持・発展させるよう、引き続き下記の事項を要望する。 

記 

１．賃貸住宅居住者の置かれている生活実態に配慮して、都市再生機構に対し、

高家賃を引き下げ居住者の負担軽減を図るとともに、空き家解消に努めるよ

う求めること。 

２．公共住宅としてふさわしい家賃制度及び家賃改定ルールの抜本的見直しを

行うこと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２６年１１月２７日 

 

八 千 代 市 議 会   

 



提出先 

内 閣 総 理 大 臣  様 

国 土 交 通 大 臣  様 


